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１ 中期財政計画について 

我が国の経済は物価上昇が続き、消費は力強さを欠いているものの、今後は、 

景気の緩やかな回復が続く中で、賃金上昇が物価上昇を上回っていくことが期待 

されています。しかし、海外経済の下振れリスクや円安等に伴う輸入物価の上昇 

の影響には、留意する必要があります。 

このような中、本市では、これまでの財政状況や現在の財政制度などを参考に、 

将来にわたる財政の姿や運営上の課題などを明らかにすることで、身の丈にあっ 

た財政規模による安定した財政運営を実現することを目的として、平成２６年度 

に｢豊川市中期財政計画｣（平成２７年度からの５か年計画）を策定し、毎年度更 

新版を公表しています。 

本計画は、現行の財政制度が継続することを前提に策定しており、景気の動向 

や国県の制度改正、社会経済情勢の変化を迅速かつ的確に反映させ、また、マニ 

フェスト工程計画をはじめ新たな行政需要や最新の総合計画実施計画などに適切 

に対応できるよう、毎年度、ローリング方式による見直しを行うこととしていま 

す。 

 

２ 計画期間 

令和７年度から令和１１年度までの５年間とします。 

 

３ 会計単位 

原則として、一般会計とします。ただし、歳入・歳出決算額の推移及び財政 

指標については、普通会計又は特別会計及び企業会計を含みます。 
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４ 財政の現状 

（１）歳入 

歳入の根幹をなす市税については、景気の安定による所得環境の改善及び家屋 

の新増築分の影響などによりコロナ禍以前の水準に回復しました。 

市税や使用料などの市の自主財源は、令和４年度決算数値では歳入全体の５０． 

８％となっており、市税の増加や新型コロナウイルス感染症対策及び子育て世帯 

への臨時特別給付金等に係る国庫支出金が前年度から減少したことなどにより、 

令和３年度決算数値の４９．１％から改善しました。 

依存財源については、令和２年度以降、国の施策により国庫支出金が大幅に増 

加しており、引き続き高い水準で維持しています。また、国税収入の増などによ 

り地方交付税が増加しましたが、引き続き限られた財源を効果的に配分するとと 

もに、国県補助等の積極的な活用、財政調整基金などの基金及び有利な地方債の 

有効活用などにより、バランスのとれた予算編成と財政運営の健全化に努めてい 

く必要があります（数値は普通会計ベース）。 

 

【歳入決算額の推移】 
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（２）歳出 

人件費は、職員退職手当の増などにより、令和４年度決算額は増加しています 

が、複雑・多様化する市民ニーズに適切に対応するため、一定の職員を確保する 

必要があり、今後も現状と同水準で推移するものと見込まれます。 

また、扶助費では、電力等価格高騰緊急支援給付金などの臨時的要素はあるも 

のの、経常的な障害者自立支援給付費など社会保障関係費の増加が続いているほ 

か、公債費においても、市債残高の削減が進んだものの、令和２年度以降は増加 

しており、義務的経費比率が高い水準で推移し、財政硬直化の一因となっていま 

す。 

このため、今後、本庁舎等整備事業をはじめとする大型建設事業への市債借入 

額の増加や老朽化した公共施設の計画的な改修などの増加要因には、これまで以 

上に注視する必要があります。 

 

【歳出決算額の推移】 
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（３）財政指標 

日本経済新聞社発行の「全国都市財政年報」による、近年における豊川市の 

主要な財政データのランクは次のとおりです。 

 

【主な財政指標ランキング】 

 

 

令和２年度 令和３年度 令和４年度

全国 県内 全国 県内 全国 県内

△ 1.5 △ 1.3 △ 0.8

(7.0) (6.8) (6.8)

－ － －

(57.2) (50.0) (47.6)

92.9 88.9 87.5

(92.3) (88.1) (91.5)

43.9 49.1 50.8

(38.8) (43.2) (46.2)

0.86 0.79 0.79

(0.65) (0.61) (0.62)

41.4 41.7 49.0

(34.0) (37.0) (40.9)

100.0 92.5 94.6

(185.8) (178.6) (178.2)

37.8 50.5 47.0

(40.8) (50.9) (49.8)

※（　　）内の数値は、全国平均。ただし、将来負担比率は、「-（比率なし）」の都市を除く、単純平均
※　２～４年度決算数値の順位は、全国７９２都市の順位、県内名古屋市を除く３７市の順位

順位

17 2

319以内 3

107 13

182 31

低いほうから528 26

401 15

52 16

443 25

財政力指数（単年度）

積立金現在高
         /標準財政規模

高いほうから188 29

地方債現在高
         /標準財政規模

財政指標/区分

実質公債費比率

経常収支比率

義務的経費比率

自主財源比率

低いほうから

高いほうから

高いほうから

180 29

441 16

47 15

主な財政指標の全国順位（普通会計）

備　考

低いほうから

低いほうから

低いほうから

順位

14 3

将来負担比率 242以内

55 16

422 32

4

408 33

119 25

170 29

396 15

順位

13 2

281以内 4

416 32

129 28
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５ 財政収支 

（１）試算条件 

【 歳  入 】 

① 市税 

個人市民税については、基準年度のベースから定額減税分を加味して算出。 

法人市民税については、基準年度をベースに算出。 

固定資産税及び都市計画税については、工場の新増設分を見込むとともに、 

評価替え等を考慮して算出。 

軽自動車税及びたばこ税については、近年の決算状況などを考慮して算出。 

   

② 譲与税・交付金等 

森林環境譲与税については、基準年度をベースに、譲与額の増加を加味して 

   算出。それ以外の譲与税・交付金等は、基準年度をベースに算出。 

 

③ 地方交付税 

普通交付税については、基準年度をベースに、市税、交付金及び需要額の増 

減を考慮して算出。特別交付税については、基準年度をベースに算出。 

 

④ 分担金及び負担金、使用料及び手数料 

基準年度をベースに算出。 

  

⑤ 国・県支出金 

扶助費及び普通建設事業費相当分については、歳出推計の増減を考慮すると 

ともに、大型建設事業など特殊要因を加味して算出。 

 

⑥ 繰入金、繰越金 

公共施設整備基金繰入金については、ファシリティマネジメントを推進する 

ため、対象事業費を考慮して充当。財政調整基金繰入金については、歳出推計 

との差額補てんに位置するものとしてゼロ計上。 

その他の繰入金については、定年延長に伴う職員退職手当に係る負担を平準 

化するための退職手当基金繰入金などの特殊要因を考慮して算出。 

繰越金については、基準年度をベースに算出。 

 

⑦ 市債 

年間借入額の目安については、普通建設事業費に対する普通債の比率を考慮 

するとともに、特殊要因として大型建設事業を加味して算出。 

 

⑧ その他 

財産収入及び寄附金については、基準年度をベースに算出。諸収入について 

は、新型コロナウイルス感染症対策民間病院経営維持資金貸付金の償還金を加 

味して算出。 
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【 歳  出 】 

① 人件費 

正規職員の定員適正化及び定年延長の影響を加味。それ以外については、 

選挙などの臨時的な要素を一部加味して算出。 

 

② 扶助費 

児童手当については、基準年度をベースに、制度改正分を加味しつつ、対象 

児童数の減少を考慮して算出。 

生活保護費については、基準年度をベースに算出。 

それ以外については、直近の伸び率を参考に、各年度へ増加を反映させつつ、 

人口減少を考慮して算出。 

  

③ 公債費 

既発債の償還見込みをベースに、歳入推計の市債の借入に係る元利償還金な 

どを見込み算出。 

 

④ 物件費 

基準年度をベースに、選挙などの臨時的な要素を一部考慮して算出。 

 

⑤ 維持補修費 

基準年度をベースに、選挙などの臨時的な要素を一部考慮して算出。 

 

⑥ 補助費等 

繰出金については、公営企業会計の収支計画などにより見込み、それ以外に 

ついては、直近の伸び率を参考に、各年度へ増加を反映させつつ、選挙などの 

臨時的な要素を一部考慮して算出。 

 

   ⑦ 投資的経費 

普通建設事業費については、近年の予算額及び大型建設事業を考慮するとと 

もに、ファシリティマネジメント推進分などを加味して算出。 

災害復旧費については、基準年度をベースに算出。 

 

⑧ 繰出金 

   基準年度をベースに、臨時的な要素を一部考慮し算出。 

 

⑨ その他 

積立金については、定年延長に伴う退職手当に係る負担の平準化及び新型 

   コロナウイルス感染症対策民間病院経営維持資金貸付金の償還など特殊要因 

を加味して算出。貸付金及び予備費については、基準年度をベースに算出。  
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（２）中期財政計画 

試算条件により令和 6 年度（当初予算）を基準年度とした令和７年度から令和 

１１年度までの５年間の財政収支を推計しました。  

 

【　歳入　】 単位：百万円

年度　

　項目

29,091 30,256 30,467 30,117 30,307 30,487

7,332 6,468 6,468 6,468 6,468 6,468

6,650 6,750 6,850 7,050 7,050 7,050

319 319 319 319 319 319

952 952 952 952 952 952

16,899 18,371 18,986 18,739 18,737 18,767

2,755 705 1,155 1,655 1,161 460

700 700 700 700 700 700

3,985 7,585 7,608 4,989 9,404 5,110

(0) (0) (0) (0) (200) (200) 

3,687 3,711 3,711 3,711 3,711 3,711

72,370 75,817 77,216 74,700 78,809 74,024

(2.1) (4.8) (1.8) (△ 3.3) (5.5) (△ 6.1)

【　歳出　】 単位：百万円

年度　

　項目

13,571 13,351 13,538 13,468 13,829 13,507

17,681 19,202 19,749 20,333 20,914 21,534

5,156 5,194 5,278 5,355 5,366 5,535

11,269 11,902 11,533 10,825 10,779 10,778

1,401 1,401 1,408 1,401 1,401 1,401

10,626 10,477 10,268 10,365 10,438 10,502

9,325 13,108 13,609 12,157 14,824 9,115

2,288 2,088 2,088 1,988 1,938 1,938

1,053 1,481 1,276 1,377 1,089 1,309

72,370 78,204 78,747 77,269 80,578 75,619

(2.1) (8.1) (0.7) (△ 1.9) (4.3) (△ 6.2)

【　歳入歳出差引　】 単位：百万円

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

0 △ 2,387 △ 1,531 △ 2,569 △ 1,769 △ 1,595

令和１０年度 令和１１年度

令和９年度令和７年度

令和７年度

令和６年度

（基準年度）
令和８年度

国 ・ 県 支 出 金

合 計

令和１０年度

（対前年度伸率：％）

使 用 料 及 び 手 数 料

繰 入 金

歳入　－　歳出　

合 計

（対前年度伸率：％）

年度　

令和９年度

投 資 的 経 費

繰 出 金

そ の 他

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

補 助 費 等

繰 越 金

市 債

そ の 他

(うち臨時財政対策債)

市 税

譲 与 税 ・ 交 付 金 等

地 方 交 付 税

分 担 金 及 び 負 担 金

令和６年度 令和８年度

令和１１年度
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（３）歳入歳出差引不足額への対応 

今後５年間の歳入歳出に係る見込額は、７ページの表のとおりです。 

歳入において、市税は固定資産税及び都市計画税における工場の新増築及び償 

却資産などの増加要因はあるものの、評価替えによる減少などにより、大きな増 

加はありません。また、国・県支出金や市債については、扶助費の増加や投資的 

経費の変動に応じて増減が見込まれます。 

歳出において、人件費は定年延長の影響による職員退職手当の増減が見られる 

ほか、定員適正化などにより横ばいに推移しており、扶助費についても年々増加 

する見込みです。また、投資的経費については、大型建設事業の進捗に伴い、令 

和７年度から令和１０年度にかけて大幅に増加する見込みです。 

 そうしたことから、歳入歳出差引では、５年間の不足額が約９９億円（年平均 

１９億７千万円）と厳しい財政運営が続きますが、計画期間中の歳入歳出の均衡 

を確保し、さらに後年度における健全な財政運営を図るため、行政経営改革プラ 

ン２０２５で掲げた歳入確保や歳出削減の具体的取組を通じて、新たな財源を生 

み出し、なお不足する財源については、財政調整基金の活用で対応します。 

【豊川市行政経営改革プラン２０２５より抜粋】 

1 債券の運用

2 使用料・手数料の見直し

3 とよかわ応援寄附金事業の推進

4 企業誘致の推進

1 市債残高の削減

2 運営費補助の削減、補助金の抑制

1 施設の見直し及び処分

2 公共施設適正配置計画におけるリーディング事業の推進

3 公共施設の長寿命化の推進

4 老朽化した市営住宅の整理統合

公共施設等マネジメントの推進

財政健全化の推進（歳入）

財政健全化の推進（歳出）

①

②

将　来　像 施　　　策 具体的取組

3 「財政・資産」

③
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６ 市債等及び基金の推計 

（１）市債残高及び公債費 

市債残高は、令和２年度末には約４００億円でしたが、市長マニフェストの実 

  現に向け、借入額の抑制など計画的な残高の削減に取り組んだ結果、令和５年度 

  末には約３８４億円まで減少しました。 

今後は、予定している大型建設事業などに市債を活用していくため、令和１１ 

年度末の市債残高は約４７４億円に増加する見込みです。 

また、公債費については、令和５年度には約５２億円となっており、今後は、 

事業費や金利が上昇傾向にあることや大型建設事業による市債の借入に伴い増加

が見込まれますが、過去の借入に対する償還が進むことや、償還年数が長い市債

の借入を行うことで、計画期間中も、後年度負担が過度に増えないよう取り組み

ます。 

【市債残高及び公債費の推移】 

 

 

単位：百万円

年度 令和2 令和3 令和4 令和5 令和6 令和７ 令和８ 令和９ 令和10 令和11

市債残高 39,975 39,048 39,015 38,367 38,185 40,715 43,240 43,127 47,448 47,373

公債費 5,084 5,244 5,368 5,229 5,156 5,194 5,278 5,355 5,366 5,535

単位：百万円 
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（２）基金残高 

 ①財政調整基金 

地方財政法第７条第１項の規定により、歳計剰余金の２分の１を基金に積み立 

てており、令和５年度末残高は約１０１億円となっています。 

令和７年度以降の積立額については、歳計剰余金の２分の１相当額（１５億円） 

を積み立てるものとして試算しています。 

中期財政計画における歳入歳出差引不足額を取崩額として推計した場合は、計 

画期間の最終年度末残高は約７８億円まで減少する見込みとなるため、今後は、 

年度末の留保財源をみる中で、残高の確保を検討する必要があります。 

本市では、安定的な財政運営を行っていくため、標準財政規模の２０％（約８ 

４億円）を残高の目安と考えていますが、歳入歳出差引不足額の高止まりが見込 

まれる厳しい財政状況の中で、引き続き徹底した歳入歳出の見直しに取り組み、 

健全で持続可能な財政運営を図ります。 

 

【財政調整基金残高及び取崩額の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                    

 

    

 

単位：百万円 

単位：百万円

年度 令和2 令和3 令和4 令和5 令和6 令和7 令和8 令和9 令和10 令和11

基金残高 7,534 8,069 9,266 10,136 9,872 9,050 9,082 8,075 7,868 7,835

取崩額 2,394 930 708 1,138 1,800 2,387 1,531 2,569 1,768 1,594
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 ②公共施設整備基金 

公共施設の長寿命化や財政負担の軽減・平準化を図るため、豊川市公共施設中 

長期保全計画に基づき、当面４０億円程度を目標残高に積み立て、計画的な老朽 

化対策や改修等に活用しています。また、施設の老朽化も進んでいることから、 

将来に備えた積立なども行っており、令和５年度末残高は、約５１億円となって 

います。 

今後のファシリティマネジメントに基づく公共施設の長寿命化及び維持、更新 

等にかかる事業費に応じて、毎年取崩すこととして推計した場合は、計画期間の 

最終年度末残高は、約２０億円まで減少する見込みです。 

今後も、豊川市公共施設等総合管理計画及び豊川市公共施設中長期保全計画に 

基づいた施設の修繕・更新に係る安定的な財源とするため、年度末の留保財源を 

みる中で、残高の確保を検討する必要があります。 

 

【公共施設整備基金残高及び取崩額の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位：百万円 

単位：百万円

年度 令和2 令和3 令和4 令和5 令和6 令和7 令和8 令和9 令和10 令和11

基金残高 4,155 4,135 4,544 5,083 4,484 4,112 3,789 2,966 2,191 2,014

取崩額 100 500 400 500 650 400 350 850 800 200
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７ 財政健全化法による財政指標の推計 

平成２０年４月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が施行され、 

健全化判断比率４指標について、監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、 

市民に公表することが義務付けられました。 

これにより、「早期健全化段階」や「財政再生段階」になった場合には、それぞ 

れの法律の規定に従い、計画の策定や外部監査の実施が義務付けられています。 

本市の健全化判断比率４指標について、計画期間中の推計を行った場合、「実質 

赤字比率」及び「連結実質赤字比率」については、黒字を維持する見込みです。 

また、「実質公債費比率」は、公債費及び公債費に準じた経費が減少したことな 

どにより、早期健全化基準を大きく下回る数値を維持しており、当面は健全な状 

態が続く見通しですが、今後は大型建設事業の実施に伴い、公債費の増加が見込 

まれるため、数値の推移に注視する必要があります。 

「将来負担比率」についても、市債残高の縮減や基金の積立などにより、常に 

  マイナス数値を維持しており、計画期間中もマイナス数値で推移する見込みとな 

っていますが、市債残高の増加や基金残高の減少に注視する必要があります。 

 

 

【健全化判断比率４指標の推移】 単位：％

令和2 令和3 令和4 令和5 令和6 令和7 令和8 令和9 令和10 令和11

実質赤字比率 － － － － － － － － － －

早期健全化基準 (11.46) (11.40) (11.43) (11.40)

財政再生基準

連結実質赤字比率 － － － － － － － － － －

早期健全化基準 (16.46) (16.40) (16.43) (16.40)

財政再生基準

実質公債費比率 △ 1.5 △ 1.3 △ 0.8 △ 0.9 △ 0.8 △ 1.3 △ 1.7 △ 1.7 △ 1.2 △ 0.4

早期健全化基準

財政再生基準

将来負担比率 － － － － － － － － － －

早期健全化基準

財政再生基準

※令和５年度までは決算値を示し、令和６年度以降は推計値を示します。

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は、赤字でない場合、「-」で示します。

※将来負担比率は、将来負担額より充当可能財源等が多い場合、「-」で示します。

(なし)

区分/年度

（標準財政規模に応じ11.25～16％の範囲で算出）

(20)

（標準財政規模に応じ16.25～21％の範囲で算出）

(30)

(25)

(35)

(350)
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